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た占領期には, 対米関係が圧倒的比重を占めていた｡ 52年に占領が終わり, 主権
を回復した日本は, 56年に国連加盟を果たした｡ 以後, 本格的に外交地平を広げ
ていった｡
日本は, 必然的に対外的経済展開をしなければならない｡ 経済発展とともに,





一 吉田ドクトリン――占領期日本の ｢助走｣ 外交の三方針
(１) 米亜の二者択一
連合国軍による軍事占領期の日本は, 経済復興を目指していた｡ 占領政策は,
非軍事化と民主化を柱として, 経済民主化も行われた｡ 当時, 米ソ対立による冷
戦が強まり, アジアでは, ①46年12月に第一次インドシナ戦争が始まり, ②48年
９月に朝鮮民主主義人民共和国 (北朝鮮) が成立し, ③49年10月に中華人民共和
国という巨大な共産主義国家が成立した｡ 40年代後半のアジアでは, 共産主義が
伸張していた｡
連合国軍最高司令部 (GHQ) は, 日本の食糧・雇用などの社会不安がアジア
での共産主義の拡大から影響を受けることを懸念した｡ そこでGHQは, 日本を









の増額に加えて, 49年からはエロア基金 (占領地域経済復興基金) 融資を開始し
た｡ これらの基金は, 日本の産業基盤の整備に投入された｡ また, 49年10月のロー
ガン構想は, ｢日本の輸入を前提とした上で, 自由輸出を拡大する｣ という ｢満






ところが, ほかの選択肢もあった｡ 敗戦直後の40年代, ＜米国主導型日米二国












事実だろう｡ 政策論的には, 戦後日本外交には ｢米国とアジア｣ という柱があっ
たが, すでに ｢米国かアジアか｣ という選択矛盾に陥った｡ その重大な選択基準
は, 冷戦の深化と日本の資金不足のなかで, ｢米国か中国か｣ であって, 日本は
｢米国も中国も｣ という選択肢を選べなかった｡
(２) 対米外交路線としての吉田ドクトリン―＜対米依存・対米利用＞の三方針









法第９条が日本の ｢戦力｣ つまり "war potential" (侵略戦争が遂行可能な戦力)
を否定し, ②日米安保条約を結んで, 日本が自国の安全保障を米国に依存できる
ようにしたうえで, ④国際法上当然に認められる自衛権の基盤である自衛力の
｢整備｣ あるいは ｢再軍備｣ を, "war potential"にならない範囲内で, 米国が日
本に求めたとしても, 実は ｢平和憲法｣ と日米安保条約の間に矛盾はないはずで
ある｡
そこで吉田首相は, 戦後日本外交の原型で後に ｢吉田ドクトリン｣ と呼ばれる









吉田ドクトリンは, ①国家主権を ｢極限｣ された占領下, ②冷戦が激化するな
かで, ③安全保障では米国の ｢核の傘｣, 経済面では米国市場と米国からの援助











転換を決定的にした｡ その一方で, 日本は ｢朝鮮特需｣ と呼ばれる好景気に沸い
た｡ 特需は日本の戦後復興に寄与して, 吉田ドクトリンの ｢経済重視｣ には寄与
した｡








急ぎ, 片面講和であっても, 戦争状態の終結と日本の主権回復を急いだ｡ 対日平
和条約第６条では, 占領終結後の日本国内に ｢外国軍駐留｣ が可能であることが
盛り込まれた｡ 実際, 対日平和条約締結直後に日米安全保障条約が調印された｡
安保条約は日米同盟の制度的基礎だが, その本質は米軍の日本駐留を可能にす
る ｢駐軍｣ 条約である｡ つまり安保条約は, 日本に多くの米軍基地・施設を置き,
日本に依存して日本を利用し, 米国が軍事的・戦略的に＜対日依存・対日利用＞
する制度的基盤である｡ それは, 日本の＜対米依存・対米利用＞を相殺する以上
に, 日本に ｢米軍基地問題｣ という軍事的・政治的・財政的コストを与えた｡
安保条約は, ＜米国主導型日米二国間軍事連携＞体制を築いた｡ その実態は,
米国が圧倒的な軍事力によって日本を ｢庇護｣ するという趣旨が条約文言に滲み
出ている｡ そこには, 米国の対日 ｢属国｣ 観さえ感じられる (３)｡
安保条約は, 60年１月に改定された｡ その形式的な条項を見ると, 単なる ｢在
日米軍駐留条約｣ を超えるものではある｡ ｢経済協力｣ などを盛り込んでいるか

















したとき, ソ連が欠席した結果, 国連軍が朝鮮に派遣されることになった｡ その
主力は, 米軍だった｡ 米軍は, 軍需物資の多くを日本から調達し, 日本経済は特
需で潤った｡
戦後賠償は, 日本経済の海外展開という点では, とくに東南アジア諸国への日
本経済進出の足がかりとなった｡ 対日平和条約は, 日本の戦後賠償について, 日















その結果, 戦後賠償は, 賠償の本来の目的である ｢贖罪｣ の他に, 日本企業の
東南アジア進出の契機を与え, 日本経済の復興にも寄与するという経済効果があっ
た｡ しかも当時の冷戦下で, 東南アジアは, 米国とともに, 日本の経済的自立に
必要な資源と市場を求める対外的経済進出に不可欠な地域となっていた｡




たとえば, 経済安定本部の ｢東南アジア経済協力機構｣ (52年), 吉田茂首相の
















(２) ｢外交活動の三原則｣ ―― ｢アジアの一員｣ の提示




かで戦後の ｢外交活動の三原則｣ (①国際連合中心, ②自由主義諸国との協調,
③アジアの一員) を提示した｡ 外交三原則のうち, 国連中心については ｢しかし,
国際連合がその崇高な目標にもかかわらず, その所期の目的を果たすに至ってい
ない｣ と国連を消極的に評価している (５)｡ つまり, 国連中心という外交原則の
比重は相対的に低い｡ 相対的に重要なのは, ｢自由主義諸国との協調｣ と ｢アジ
アの一員｣ である｡
自由主義諸国との協調とは, 米国基軸ということであり, その制度的基盤は日
米安保条約である｡ しかし, 米国を基軸にしすぎると, 対米追従に陥る｡ そうな
ると, 日本の独自外交・自立外交が展開できなくなる｡ そこで日本が独自外交を
模索するのは, アジアの一員としてのアジア外交である｡






していた｡ 経済外交とは, ｢経済力の平和的対外進出｣ のことであり, それはア










当時, 日本が ｢アジアの一員｣ として, 公式的に関係できたアジア諸国は, ほ
ぼ東南アジア諸国に限定されていた｡ もちろん, 共産主義の中国と北朝鮮と外交
関係はなく, 南北分断下の韓国とも正常な関係がなかった｡ しかも, 復興資金・
対東南アジア開発協力資金と製品市場を米国に大きく依存していた｡
57年の 『外交青書』 をみると, ｢アジアの共鳴と信頼を得る｣ ｢アジア諸国の共
同性を高める｣ ｢アジア問題の公正な発言者｣ ｢国際社会におけるアジアの地位の
向上と発言権の確保｣ といった役割を日本が担うと述べている (７)｡ 日本のリー
ダーシップ・主導・指導を強調しているのである｡ この点は, 戦前・戦中からの
意識が残存している｡





ながる強い心理的靭帯がある｣ という認識があった (８)｡ このイメージは, 必ず
しも事実とはいえないが, ｢アジアはひとつである｣ という, 戦前からのアジア
主義的アジア認識・イメージを引き継いでいる｡
明治以来の開発主義は戦後に経済外交の手法をまとい, 復興期のアジア外交と




つけた｡ そして60年代後半以降, 日本は政府開発援助 (ODA) 外交を展開し,
＜日本主導型日本・東南アジア多国間経済連携＞を外交射程に入れるようになる｡
三 高度成長期の ｢上昇｣ 外交――方針の不在
(１) 自力の東南アジア＜地域外交＞――外交手法としてのODA外交の始動
60年代後半以降, 米国はベトナム戦争でアジアでの指導力を発揮できない状況
にあった｡ 中国も, 文化大革命で混乱していた｡ 東アジア諸国では, 開発主義体
制が相次いで成立した｡ 地域情勢は, 日本独自のアジア外交の好機だった｡
66年４月, 日本は東京で東南アジア開発閣僚会議 (以下, 開発閣僚会議と略記)













日本の経済進出は ｢経済侵略｣ などと形容された｡ それが軍政期の記憶と重なり,
反日感情が高まっていた｡
第二に, ASEAN諸国の自負である｡ なかでも, マレーシアの姿勢である｡ マ
レーシアは, 日本が冷戦転換期に東南アジア外交を積極化させたときに, 開発閣













第四に, 日本の開発主義と東南アジア諸国の開発主義が ｢共振｣ しなかった｡









太平洋協力が構想されたのは, 60年代中期からである｡ 当時, 太平洋協力は日





63年５月, 日本の経済界は ｢日豪経済合同委員会｣ を開いた｡ これが65年５月
に第１回会議が開催された ｢太平洋経済協力委員会｣ (PBEC) に発展した｡ 当
初, PBECには太平洋地域域内先進国 (日本・オーストラリア・ニュージーラン
ド・米国・カナダ) だけが参加があった｡
65年, 学界からは一橋大学の小島清教授が ｢太平洋自由貿易地域｣ (PAFTA)
を提唱した｡ このアイディアに日本とオーストラリアの学界と財界が呼応して,
68年１月には, 日本の外務省が後援して ｢太平洋貿易開発会議｣ (PAFTAD) 第





















化＞ができたのは, 70年代後半からである (13)｡ それまでは, 太平洋協力などに
向けて＜ASEAN外向化＞はできなかった｡
当初の太平洋協力が, 先進国とくに日豪の民間主導で起動されたことは, ｢民
間外交｣ としては画期的なことだった｡ 70年代後半には, 日本政府も外務省外郭
の日本国際問題研究所を利用して太平洋協力にコミットしていく｡ しかし, それ
までは太平洋協力の方針は明確ではなかった｡
四 福田ドクトリンへ―― ｢巡航｣ 期の外交方針
(１) 東南アジア五原則から福田ドクトリンへ――経済外交と反日感情への対応
戦後日本は, 経済外交という外交手法を採ってきた｡ 経済外交は, ｢政治より
も経済｣ ｢文化よりも経済｣ ｢心理よりも物質｣ の悪弊を生んでしまった｡ 実際,
74年１月の田中角栄首相のASEAN歴訪時に反日暴動が起こった｡
田中首相は, 東南アジアで反日感情の高まりを知っていた｡ そこでASEAN歴
訪時に, いわゆる ｢東南アジア５原則｣ を打ち出した｡ この原則は, 東南アジア
諸国との関係について, ①平和と繁栄を分かち合う良き隣人関係の増進, ②相互
理解の促進, ③自主性の尊重, ④経済的自立を脅かさず, その発展に貢献, ⑤自
主的に行っている地域協力の尊重, である｡
東南アジア５原則の骨子は, ①相互理解に基づく良き隣人, ②東南アジア諸国















国とASEANとの ｢橋渡し｣ 役を日本が担い, ｢一つの東南アジア｣ の構築に取り
込んで, ③相互理解・相互信頼を ｢心と心のふれ合う｣ パートナー関係と表現し
てみせた, という新機軸がある｡
両者に共通するのは, 東南アジア諸国の ｢自立｣ と ｢自主性｣ の尊重である｡
その理由は二つある｡ 第一に, 日本側の ｢傲慢｣ である｡ 東南アジア特にASEAN
諸国の開発主義政権は, 外資導入とくに日本企業の進出と日本のODA供与を受
け, ＜対日依存型経済発展＞戦略に依拠しながらも, 経済的自立を目指していた｡
地域的には, 67年にASEANを結成して ｢集団的自立｣ と ｢集団的自主性｣ を達








をとった｡ しかし, ベトナム戦争で, 国土と民心は荒廃した｡
その悲惨な状況を見た東南アジア諸国は, 冷戦に巻き込まれた対外依存ではな
く, 冷戦に抵抗して大国との間に距離を置く＜集団的自立・自主・自助＞を模索






ド・ニクソンは中国を極秘訪問し, 米中和解に踏み切った｡ 日本は, ユニラテラ
ルな米国外交にショックを受けた｡ 田中首相は, ９月に日中国交正常化を行った｡




冷戦下, 日本は米国を ｢頭越し｣ にして独自に中国に関与することは難しかっ








最重視しながら, 他方で非同盟路線の小国と ｢アジアの一員｣ としての外交を展
開する, という外交原則の間の矛盾を抱えてきた｡ 米国とアジアという二つの外
交焦点は, ＜外交的反振＞を生んだ｡
しかも, 過度の米国基軸路線は ｢対米追従｣ につながる｡ 対米追従外交は独自



































第三は, ｢開放性｣ である｡ 太平洋協力の性格は, ｢排他的でなく開かれた緩や




れば, 新規参加国は当然に途上国となる｡ つまり, 開放性を確保すれば, 先進諸




ている (18)｡ ｢真の安全保障は, 防衛力だけで足れりとするものではありません｣














である｡ つまり, 総合安全保障には内政と外交を包括する, という考え方である｡
さらに大平首相は, 79年11月の第90回国会の所信表明演説の ｢国際社会への貢
献｣ の箇所で, 米国・中国・ソ連・韓国・ASEAN諸国を含む太平洋地域の諸国
や中近東地域などの ｢政治経済的な安定のために, わが国は, 国際社会の一員と
















橋本龍太郎首相は, 97年７月に ｢ユーラシア外交｣ を提唱した (21)｡ ユーラシ
ア外交の特徴は, 第一に, 冷戦後国際関係の大変化を ｢大袈裟に言えば世界の外
交の焦点は, 米ソ対立を前提とした大西洋・欧州の時代から, 大小多数の国々が
様々な姿でひしめき合うユーラシア大陸全体に移ったとさえ言えるかもしれませ












視点) が提示されたことである｡ 三原則は, 90年代中期から使われるようになっ








しかし, ユーラシア外交の可能性は大きいものの, 限界もある｡ 橋本政権以後




















に ｢柔軟｣ に運用されたため, 厳格な原則とはならなかった｡
そこで, ODAの効率性・透明性に加えて戦略性・機動性を高め, ODA実施原
則を超える理念 (目的・方針・重点) を明示するため, 小泉純一郎首相は, 2003
年８月にODA大綱改定を閣議決定した (24)｡ 新ODA大綱は, 旧ODA大綱の実施原
則を ｢援助実施の原則の｣ として格下げして残しながら, 理念を提示した｡ その
理念は, 整理されているとはいえないが, とくに戦略性を強調している｡
｢戦略的ODA｣ の理念は, ①経済社会の構造改革, ②平和・民主化・人権,
③人間の安全保障, の三点に要約できる｡ 旧ODA大綱で ｢市場経済化｣ と表現
されたものが, 新ODA大綱では ｢経済社会の構造改革｣ と換えられている｡ ま
た, ｢民主化・人権・自由｣ は, ｢平和・民主化・人権｣ に換えられている｡ ｢平




は ｢民生｣ という概念がある｡ 民生とは, ｢国民・市民の生存・生活｣ である｡
新ODA大綱は, ODAの本来の目的である＜民生向上＞をあらためて打ち出した｡
＜民生向上＞は, ODAの本来の目的である｡ 新ODA大綱は, ｢紛争・災害や感
染症など, 人間に対する直接的な脅威に対処するためには, グローバルな視点や
地域・国レベルの視点とともに, 個々の人間に着目した 『人間の安全保障』 の視







本稿は, 戦後日本外交には ｢四つのステージ｣ と ｢八つの三方針・原則｣ があ
ると見立てた｡ 第一の三原則は, 占領期日本の吉田ドクトリンである｡ 吉田ドク
トリンは, 占領終了で主権が回復する以前の外交路線だった｡ それは, 基本的に
対米関係をステージとして, 日本側から日米関係を規定する原則だった｡
第二は, 『外交青書』 創刊号で示された ｢外交三原則｣ である｡ この三原則は,
現在も生きている基本原則だが, 三原則間の矛盾は今も生じている｡ 外交三原則
は, 対米外交に加えて, ｢アジアの一員｣ というアジア外交を外交ステージの射
程に入れた｡ 外交三原則は, アジア太平洋戦争を反省して, アジア太平洋外交と
いうステージを模索したものである｡ 第三は, アジア外交の三方針・原則である｡
第四は, 東南アジア五原則と, その延長上にある福田ドクトリンである｡ 福田











第八は, ODA大綱である｡ ODA外交は, 外交ステージというよりも外交手法
である｡ ODA大綱は, 日本外交の最大の手段であるODAに三つの原則と理念を
創った｡ その理念は＜民生向上＞である｡
現在, 日本は ｢東アジア共同体｣ の創設を新たな外交ステージとしている｡ 東






(２) 中西寛は, ｢軽武装・日米基軸・経済中心主義｣ という言葉を使っている｡ 中西寛





(３) 第二条は, 第一条に規定する米軍の駐留権を受けて, ｢第一条に掲げる権利が行使さ
れる間は, 日本国は, アメリカ合衆国の事前の同意なくして, 基地, 基地における若
しくは基地に関する権利, 権力若しくは機能, 駐兵若しくは演習の権利又は陸軍, 空
軍若しくは海軍の通過の権利を第三国に許与しない｣と規定する｡ 米国が日本の主権を
制限できると解釈される文言である｡
(４) 玉木一徳 ｢日本とASEANのパートナーシップ―― 『外交青書』 からの教訓｣ 岡部達
味(編) 『アジア政治の未来と日本』 勁草書房, 1995年11月, 234－237ページ｡
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